
平成 20年 月 日

平成 20年度 ～ 平成 23年度

19年度実績 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 備考

経常収支比率 95.0 94.4 97.7 100.4 101.8

職員給与費比率 62.0 62.4 60.2 58.4 56.9

上記目標数値設定の考え方

対　　象　　期　　間

病
院
の
現
状

公立病院として今後果たすべき役
割(概要)
（注）詳細は別紙添付

一般会計における経費負担の考
え方(繰出基準の概要）

病 院 名

所 在 地

病 床 数

診療科目

公立病院改革公立病院改革公立病院改革公立病院改革プランプランプランプランのののの概要概要概要概要

団　　　　体　　　　名

プ　ラ　ン　の　名　称

策　　　　定　　　　日

(様式３）

経
営
効
率
化
に
係
る
計
画

財務に係る数値目標（主なも
の）

（経常黒字化の目標年度：23年度）

①山間へき地などにおける基本的医療の提供②救急・小児科・産婦人科など政策的医療
の提供③民間病院、診療所、介護施設等と連携しつつ、それぞれの病院が地域医療の
重要な担い手としての役割を果たす。

今までは、国の定める繰出基準を下回る繰入しか行って来なかったが、今後は国の定め
る繰出基準に基づき繰入れる。ただし、病院機能の充実のための投資がどうしても必要
な場合は一般会計からの出資も検討する。また、病院事業の長期的な経営の安定を目
的とした基金の創設についても検討する。

京丹後市

京丹後市立病院改革プラン

※　病院ごとに記載
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団体名
（病院名）

京丹後市病院事業

１９年度実績 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 備考

民間的経営手法の導入

事業規模・形態の見直し

経費削減・抑制対策

収入増加・確保対策

その他

別紙1のとおり

病床利用率の状況

病床利用率の状況を踏
まえた病床数等の抜本
見直し、施設の増改築
計画の状況等

公立病院としての医療機能に係る
数値目標（主なもの）

経
営
効
率
化
に
係
る
計
画

数
値
目
標
達
成
に
向
け
て
の
具
体
的
な
取
組
及
び
実
施
時
期

そ
の
他
の
特
記
事
項

各年度の収支計画

・医師の処遇改善のため、各種手当ての改善の実施。
・医師の養成と就業促進を図るため「京丹後市医療確保奨学金制度」を創設。
・高齢者の生きがいと健康長寿を目指す取り組みを市の福祉部門と協力し推進する。
・病院ボランティア事業を推進し、地域の皆さんが、さまざまなかたちで病院の運営にかか
わっていただくことで、患者さんの心が和み、便利になるなど温かい医療環境と地域に開
かれた病院づくりを目指す。
・医療スタッフの人材確保を図るため、医療機器等の整備を積極的に進める。

本改革プランにおいて、弥栄病院は届出病床数を見直し48床を減じる。

病院ごとに記載

（病院ごとに記載）

（病院ごとに記載）

（病院ごとに記載）

（病院ごとに記載）

※　病院ごとに記載
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団体名
（病院名）

京丹後市病院事業

経営形態の現況

点検・評価・公表等の体制

点検・評価の時期

経営形態見直し計画の概要

その他特記事項

二次医療圏内の公立病院等
配置の現況

都道府県医療計画等における
今後の方向性

（該当箇所に

（該当箇所に

再編・ネットワーク化計画の概
要及び当該病院における対応
計画の概要

経営形態の見直し（検討）の方向
性

再
編
・
ネッ

ト
ワー

ク
化
に
係
る
計
画

討中の場合は複数可）

点
検
・
評
価
・
公
表
等

京都府立与謝の海病院（295床）・京丹後市立弥栄病院（248床）・京丹後市立久美浜病院
（170床）
※与謝の海病院と弥栄病院（病院間の距離約16ｋｍ）
※弥栄病院と久美浜病院（病院間の距離約26ｋｍ）
※与謝の海病院と久美浜病院（病院間の距離約33ｋｍ）

・丹後地域保健医療協議会において、地域の特性に応じた医療連携体制の構築等につ
いて検討を行なう。平成19年度は4疾患5事業を中心に医療連携のあり方を協議し、平成
20年度は基準病床数を見直すとともに、地域連携の具体的方策を協議する。

＜時　期＞

・丹後地域保健医療協議会
における地域連携の具体的
方策の協議（平成20年度
～）

＜内　容＞
　
・二次医療圏における医療連携体制の構築を図る。
・京丹後市には、2つの市立病院が存在するが、それぞれの
地域で特色ある医療を展開し、地域別患者分布についても
重複が少ないため、当面、医療機関としては双方とも存続す
る形態とする。ただし、2つの病院の機能分担、連携体制の
強化を図るため、①2病院を統括する体制について検討す
る。②２つの市立病院間における情報の共有化を図るため
のシステム構築を急ぐとともに、二次医療圏内の他の医療
機関との情報の共有化についても、検討を開始する。③市
立病院間での医師相互派遣や看護師等の人事交流を進め
る。

経
営
形
態
見
直
し
に
係
る
計
画

＜時　期＞

・概ね2年を経過した時点で
目標の達成状況により判断
する。

＜内　容＞

・当面、地方公営企業法一部適用（財務）のまま、徹底した
経営の効率化を行う。ただし、経営形態のあり方については
引き続き検討を行い、平成23年の数値目標である資金収支
の均衡が困難と認められる場合は、経営形態の見直し（公
営企業法全部適用、地方独立行政法人、指定管理者制度
等）を含むプランの全面改定を行なう。

・有識者、地域住民、当該病院の医師・看護師等に参加を求めて、点検・評価するための
新たな委員会等を設置する。

・毎年9月頃

公営企業法財務適用

指定管理者制度

CheckBox2

民間譲渡

診療所化

公営企業法全部適用 地方独立行政法人

一部事務組合・広域連合

公営企業法全部適用 地方独立行政法人 指定管理者制度

老健施設など、医療機関以外の事業形態への移行

を記入、検

を記入）
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